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参考資料１ IPv4 アドレス枯渇対応アクションプラン 
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IPv4アドレス枯渇対応
アクションプラン
2009.10版（案）

2009.10.5
IPv4アドレス枯渇対応タスクフォース
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本資料について

本資料は、早ければ2011年にも想定されるIPv4アドレス枯渇問題に対応するにあ
たって、日本における各事業者のアクションプランの推奨パターンをまとめたもので
ある。IPv4アドレス枯渇対応タスクフォースでは、各事業者がこのアクションプランに
基づき、自社の状況を検討したうえで、各々の対応のアクションプランをたて実行し
ていくことにより、インターネット業界全体でより円滑にこの問題を乗り切ることを期待
している。

なお、本資料はその時々の最新の状況に合わせ、定期的に見直しをすることとして
いる。

日付 バージョン 内容

2009年2月17日 2009.2版 IPv4アドレス枯渇対応アクションプランの初版として策定、発行

2009年10月5日 2009.10版 NTT NGN実現時期確定に合わせた線表引直し他

更新履歴
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アクションプラン策定にあたっての考え方

 総務省において開催された「インターネットの円滑なIPv6移行に関する調査研究会」
報告書（2008年6月）において指摘されているとおり、2011年初頭をターゲットとする
 IPv4アドレス在庫の枯渇時期については、上記報告書において、以下のとおり予測されている。

 国際的在庫（IANA Pool）の枯渇は、2010年半ば～2012年初頭

 日本国内で利用するアドレスの補充が不可能となるのは、2011年初頭～2013年半ば

一方、G.Huston氏の最新予測（2009年10月現在）では、

 IANAにおける枯渇日については2011年2Q～4Q

 APNICにおける枯渇日については2012年2Q～3Q

とされている。（web上で日々データが更新されているため、日々枯渇予測日が変わる。）

 枯渇時期は、景気後退による設備投資減で延びる可能性がある一方で、ワイヤレスブロードバンドサービスサービ
スでの利用の加速化、駆け込み需要などの理由で早まる可能性もある。

 したがって、現時点では従来のとおり、ターゲットを2011年初頭とする。

※ 「インターネットの円滑なIPv6移行に関する調査研究会報告書」http://www.soumu.go.jp/s-news/2008/pdf/080617_2_bt1.pdf

 ただし、アクションプラン自体は、少し時間的な幅をもたせたモデルとし、事業者は自
社の状況とリスクを考慮し、自社に最適なスケジュールを立てていく

 最も対応の遅い事業者でもJPNIC/APNIC枯渇時期には対応を完了するようにする

 本アクションプランはアドレス消費状況やIPv6技術課題検討進捗度合い、IPv6利用
サービスの開始予定などを見て、随時改定していくこととする
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アクションプラン：ネットワーク関連（ISP、iDCなど）

1. 枯渇対応方針決定・経営判断
i. 枯渇問題の自社への影響を分析する

ii. 枯渇対応方針について経営判断を行う

 例：非対応、対応手段（IPv6、LSN等）、対応時期,、アクセス網方式など

2. 事業計画検討・サービス企画立案

i. 方針のブレークダウン及び事業計画を検討する

 例：サービス企画、ネットワーク概要設計、運用方式・システム検討など

 事業計画決定を踏まえてすべてのスケジュールが走り出す

3. 設計・技術検証

4. 機器選定・調達・構築・運用システム準備

5. 要員教育

6. 基本サービス開始

ネットワーク関連事業者にとって、IPv4アドレス枯渇対応に必要な典型的なアクションリ
ストは以下の通りである。
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アクションプラン：ネットワーク関連(ISP)

ネットワーク関連プレーヤー(ISP)におけるアクションプラン（基本形）
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枯渇対応方針検討

方針についての経営判断

事業計画検討・サービス企画

事業計画の決定

設計・技術検証

（テストベッド検証）

機器選定

機器調達・構築

運用システム準備

要員教育

基本サービス開始

方針検討

現時点

技術検証

テストベッド検証

機器調達・構築

運用システム準備

要員教育

機器選定

経営判断

サービスイン

決定

計画検討・企画

経営判断の時期が1年ずれると
全体のスケジュールも1年後ろ
倒しとなる

2009.10版 ： カレンダー年表示

IANA枯渇 JPNIC枯渇

△ IANA枯渇予測

RIR枯渇予測 △

推奨スケジュール

デッドラインスケジュール

△ NTT NGNによるISPのIPv6接続開始

◆NTT NGNのIPv6対
応時期をターゲットに、
IPv6接続のサービスを
開始する

◆遅くてもJPNIC枯渇
には間に合わせる。
IPv6オンリーのユー
ザが出始めるのに間
に合わせる

◆CATVなどの独自のアク
セス網を持つ事業者の一
部は先行サービス開始

◆サービス開発に2年を想定。
サービスイン予定から逆線表
を引いている
◆予算化のため3月決算期
会社は1Ｑに判断
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進捗状況：ネットワーク関連(ISP)
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枯渇対応方針検討

方針についての経営判断

事業計画検討・サービス企画

事業計画の決定

設計・技術検証

（テストベッド検証）

機器選定

機器調達・構築

運用システム準備

要員教育

基本サービス開始

方針検討

現時点

技術検証

テストベッド検証

機器調達・構築

運用システム準備

要員教育

機器選定

経営判断

サービスイン

決定

計画検討・企画

経営判断の時期が1年ずれると
全体のスケジュールも1年後ろ
倒しとなる

2009.10版 ： カレンダー年表示

IANA枯渇 JPNIC枯渇

△ IANA枯渇予測

RIR枯渇予測 △

推奨スケジュール

デッドラインスケジュール

△ NTT NGNによるISPのIPv6接続開始

大手ISPおよび一部
のISPにおいては、す
でに内部の方針決定
や技術検証などが進
んでいる

中小ISP、地方ISPの
中にはまだ対応検討
が進んでいないとこ
ろも多い

一部のISPでは、す
でに公式・非公式に
サービスインについ
て予告
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アクションプラン：ネットワーク関連(iDC)

iDCにおけるアクションプラン（基本形）
※特にBtoCが対象 （企業向けは企業のアクションプランを参照のこと）
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枯渇対応方針検討

方針についての経営判断

事業計画検討・サービス企画

事業計画の決定

設計・技術検証

（テストベッド検証）

機器選定

機器調達・構築

運用システム準備

要員教育

基本サービス開始

方針検討

テストベッド検証

機器調達・構築

運用システム準備

機器選定

経営判断

サービスイン

決定

計画検討・企画

経営判断の時期が1年ずれると
全体のスケジュールも1年後ろ
倒しとなる

2009.10版 ： カレンダー年表示

IANA枯渇 JPNIC枯渇

推奨スケジュール

デッドラインスケジュール

△ IANA枯渇予測

RIR枯渇予測 △

△ NGNによるISPのIPv6接続開始

現時点

◆ASP/CSPのIPv6検証需
要に対応（p10参照）

技術検証

要員教育

◆ISPよりは比較的準備
が軽く済むため、準備は
1年強で完了することを
想定

◆IPv6のユーザパケッ
トが到達し始める時期
に遅くとも対応
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進捗状況：ネットワーク関連(iDC)
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枯渇対応方針検討

方針についての経営判断

事業計画検討・サービス企画

事業計画の決定

設計・技術検証

（テストベッド検証）

機器選定

機器調達・構築

運用システム準備

要員教育

基本サービス開始

方針検討

テストベッド検証

機器調達・構築

運用システム準備

機器選定

経営判断

サービスイン

決定

計画検討・企画

経営判断の時期が1年ずれると
全体のスケジュールも1年後ろ
倒しとなる

2009.10版 ： カレンダー年表示

IANA枯渇 JPNIC枯渇

推奨スケジュール

デッドラインスケジュール

△ IANA枯渇予測

RIR枯渇予測 △

△ NGNによるISPのIPv6接続開始

現時点

技術検証

要員教育

IPv6対応の準備が進
んでいないiDCも多
い

一部のiDCではすで
にIPv6接続を提供し
ているところもある
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アクションプラン： サービス(ASP/CSP)関連

サービス(ASP/CSP)関連の典型的なアクションリストは以下の通りである

1. 枯渇対応方針決定・経営判断

2. 枯渇対応技術検証・構築
i. プラットフォームについての検証、選定、構築
 サーバOS、ミドルウェア

ii. サービスインフラ環境についての設計、検証、構築
 ＤＮＳ、ロードバランサ、ファイアウォールなど

3. アプリケーション・コンテンツの対応
i. 枯渇環境(IPv6, LSN等)でも意図したように動作するようにアプリケーションやコンテンツ

のチェック

4. 運用システム対応
i. 枯渇環境(IPv6, LSN等)でも意図したように動作するように、ログ、データベース、オペレ

ーションシステムなどをチェック

5. 回線調達
i. インターネット接続(デュアルスタック等)を選定、調達

6. 要員教育

7. 基本サービス開始
9Copyright (C) 2009 Task Force on IPv4 Address Exhaustion, Japan  
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アクションプラン：サービス（ASP/CSP）関連

サービス（ASP/CSP）関連プレーヤーにおけるアクションプラン（基本形）
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枯渇対応方針検討

方針についての経営判断

プラットフォームの検証・選定・構築

（サーバOS、ミドルウェア）

サービスインフラの検証・設計・構築

（DNS、LB、FW）

AP、コンテンツ（Web、DB）チェック・対応

運用システム（ログ、DB、オペレーション）
チェック・対応

回線調達

要員教育

基本サービス開始

IANA枯渇

AP･コンテンツ検証

要員教育

サービスイン

経営判断

◆iDCのv6サービス開始推奨時期を
踏まえ、さらに顧客要求、ISP動向等
により機動的に判断

JPNIC枯渇

2009.10版 ： カレンダー年表示

回線調達

△ IANA枯渇予測

RIR枯渇予測 △

△ NGNによるISPのIPv6接続開始

現時点

運用システム検証

方針検討

プラットフォームの検証～構築

インフラの検証～構築

◆IPv6のユーザパケッ
トが到達し始めるのに
対応

◆一般にISP等と比べ、
比較的短時間での対応
が可能であると思われる

◆一部のASP/CSPが
IPv6環境の検証を開始

推奨スケジュール
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進捗状況：サービス（ASP/CSP）関連
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枯渇対応方針検討

方針についての経営判断

プラットフォームの検証・選定・構築

（サーバOS、ミドルウェア）

サービスインフラの検証・設計・構築

（DNS、LB、FW）

AP、コンテンツ（Web、DB）チェック・対応

運用システム（ログ、DB、オペレーション）
チェック・対応

回線調達

要員教育

基本サービス開始

IANA枯渇

AP･コンテンツ検証

要員教育

サービスイン

経営判断

JPNIC枯渇

2009.10版 ： カレンダー年表示

回線調達

△ IANA枯渇予測

RIR枯渇予測 △

△ NGNによるISPのIPv6接続開始

現時点

運用システム検証

方針検討

プラットフォームの検証～構築

インフラの検証～構築

まだ方針決定しないASP 
/ CSPがほとんど。
そればかりでなく、枯渇問
題の認知すら進んでいな
い事業者も多い。

推奨スケジュール
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アクションプラン/進捗状況： 企業ユーザ関連（官庁/自治体等を含む）

企業ユーザ関連プレーヤーにおけるアクションプラン（基本形）および進捗状況
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外部公開サーバ・DMZのデュアル対応

リモートアクセス対応

IP-VPN対応

ASP/SaaS利用

イントラv6化

現時点
WindowsXPサポート終了

IANA枯渇 JPNIC枯渇

2009.10版 ： カレンダー年表示

アクションリスト
＜外部公開サーバ・DMZのデュアル対応＞
・外からのIPv6アクセスが2011年頃より本格的に来始めるので、その対応が必要
＜リモートアクセス対応＞
・2011年頃からリモート端末がIPv6／LSN配下で動作する可能性があり、その対応が必要
＜IP-VPN対応＞
・2011年以降に、新拠点がISP IPv6／LSNサービスに接続する可能性あり。IP-VPNのIPv6化
に関して検討が必要
＜海外拠点対応＞
･グローバル企業では2011年頃以降は海外でIPv6回線しか調達できない可能性あり
＜イントラｖ6化＞
・特に急ぐ必要はない
･ただしWindows系OS（Windows Vista、Windows 7、2008Server等）がデフォルトでIPv6通信を
するので、セキュリティ上の注意点が必要

DMZ v6化等

IP-VPNのIPv6対応

IANA枯渇予測 RIR枯渇予測
（IPv6オンリー

ユーザが出始める）

NGNによるISPのIPv6接続開始
（IPv6ユーザが本格的に出始める）

△ △ △

△- - - - - - - - - - - - -△ iDCのv6サービス開始推奨時期

△- - - - - ASPのv6サービス開始推奨時期

ネットワークに関する事業環境の
動向を確認した上で検討する

◆IPv6のユーザパケッ
トが到達し始めるのに
対応

ごく一部の公開サーバ
を除いては対応が進
んでいないのが現状
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13Copyright (C) 2009 Task Force on IPv4 Address Exhaustion, Japan

アクションプラン： その他のプレイヤー

• SIer／アウトソーサー関連

• 顧客の要望に応じて動くのが基本だが、顧客スケジュール／アクションプランを先取りし
て、機器検証、ソリューション開発などを準備しておくことがビジネス上、有利となる
 企業向け ⇒ 企業ユーザアクションプランを参照にして、先行的に準備

 ISP/iDC向け ⇒ ネットワーク関連アクションプランを参照にして、先行的に準備

• 家電メーカ等

• 2011年頃からIPv6/IPv4 Privateサービスが登場し始めるため、一部でUPnPが通らなくな
る。このころからインターネットに接続する機器ではIPv6対応が必須になる

• 家庭ユーザ

• ユーザが購入しているISPによって必要な対応が異なる

• 基本的には極力、特定のアクションは必要としない方向でISPでは検討が行われている
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参考資料２ IPv6 運用技術習得のためのテストベッド整備 

（平成21年度 総務省予算施策、請負先：NTTコミュニケーションズ株式会社） 

・ NDAの締結による利用事業者情報の保護
・ 検証結果のフィードバック

・ 慶應義塾大学 新川崎キャンパス
・ ブロードバンドタワー 関西データセンター

・ 利用者を制限しないオープンな利用環境
・ IPv4アドレス枯渇時の対応をシミュレーションできる検証環境の提供
・ 様々な条件下におけるIPv6移行手順の確立
・ テストベッドを利用したIPv6移行に向けた啓蒙活動の実施

テストベッドの概要

4

概要・目的

場所

利用者に求めること

 

資料 6-6 より抜粋（NTT コミュニケーションズ） 

 

テストベッドにおける実施作業内容

5

テストベッド構築

検証内容策定

検証用ネットワーク構築

リファレンスモデルの作成

リファレンスモデルの公開

ノウハウの蓄積・集約

ノウハウの公開

受託者 検証参加者

検証の実施

ＧＯＡＬ

 

資料 6-6 より抜粋（NTT コミュニケーションズ） 
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テストベッドネットワーク

6

各種サーバ
（DNS、認証、Web

サーバ）

中核ルータ

機器収容スイッチ

サーバ接続
スイッチ

接続ルータ

ネットワーク監視装置等

ファイアウォール

IPv6払い出しインター
ネット

検証用ファイアウォール

検証用ルータ

検証用ルータ

ホスティング
サーバ群 検証用ファイアウォール

参加者

IPv6アプリケーション、
検証装置等

SIer

･･･

機器メーカ等

IPv6アプリケーション、
検証装置等

･･･

ISP

IPv6アプリケーション、
検証装置等

･･･
メーカ持ち込みIPv6
アプライアンス等

 

資料 6-6 より抜粋（NTT コミュニケーションズ） 

 

新川崎フロア模様

7

サーバー室 検証スペース 検証・会議室

検証風景ラック・機器

 

資料 6-6 より抜粋（NTT コミュニケーションズ） 
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見込まれる成果

8

・ 検証データの蓄積・集約・公開
・ 移行に関する様々なノウハウの蓄積・集約・公開
・ 移行リファレンスモデルの作成・公開
・ IPv6技術者の養成

達成される成果

・ テストベッドを利用しなかった国内の事業者が、移行に関するノウハウや移行
リファレンスモデルを参照することにより移行作業のシミュレーションを行ない円
滑に移行作業を実施できるようになる
・ テストベッドを海外の事業者にも公開することにより、IPv6の普及活動におけ
る日本の優位性を示す。

成果に基づく普及

 

資料 6-6 より抜粋（NTT コミュニケーションズ） 

 

  



 

-11- 

 

参考資料３ 電子政府・電子自治体システムの IPv6 対応の推進に向けた政府の各種計画 

（１）IT 新改革戦略 

 

（２）重点計画 2008 

電子政府・電子自治体システムの IPv6 対応化 

 IPv6 の電子政府における利用が、電子政府サービスにおけるセキュリティ強化や府

省をまたがる共同利用システム構築等に有益であることを考慮し、また、IPv4 アドレ

ス枯渇への先導的な対応を実施する観点から、各府省は、原則として、2008 年度まで

に各情報システムの新たな開発（導入）又は更改に合わせて情報通信機器及びソフト

ウェアの IPv6 対応を図るとともに、2010 年までに電子政府システムを IPv6 対応に

改修する。 

この円滑な実施のための以下の措置を実施する。 

ａ） 各府省庁は、「電子政府システムにおける IPv6 ネットワーク整備に向けたガイ

ドライン」を参考として、2008 年度も引き続き、情報システムの IPv6 対応化を進め

る。 

 また、地方公共団体においても、政府の取り組みを参考に、地方公共団体のシステ

ムの IPv6 対応化を進める。 

 

  

21 世紀型社会経済活動 

世界一便利で効率的な電子行政 

－オンライン申請率 50％達成や小さくて効率的な政府の実現－ 

利便性・効率性・安定性及びセキュリティ機能の総合的な向上に資する電子政府共

通基盤の構築に向けた検討を行う。また、今後、各府省の情報通信機器の更新に合わ

せ、原則として 2008 年度までに IPv6 対応を図ることとする。さらに、高度で安全な

電子行政の推進に向け、今後開発することが必要と考えられる技術について検討を行

い、この検討結果を踏まえ、官民連携により必要な技術開発を推進する。 
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（３）第 1次情報セキュリティ基本計画（2006 年３月） 

 

（４）電子政府システムの IPv6 対応に向けたガイドライン（2007 年３月） 

電子政府システムの IPv6 化を進めるにあたり、各府省における計画策定の際に参考

とすべき内容を取りまとめ。 

（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2007/pdf/070402_5_bt1.pdf） 

 

 

 

  

我が国が情報セキュリティ問題に取り組む上での４つの基本方針 

 （２）先進的技術の追求 

 IPv6 の前節で示したように、急速に拡大する IT の利用・活用に対応し、次から次

へと発生する新しい情報セキュリティの脅威に、対症療法的ではなく対応するために

は、常に最先端の研究開発・技術開発の要素を取り入れた情報セキュリティ対策を推

進していくことが必要である。 

 この際、1)単一の技術や単一の基盤に依存することのリスクを認知し、その改善に

取り組むこと、2)既存の基盤に対する技術的な解決方法に加え、ビルトイン型の情報

セキュリティ機能を持ったそもそもの基盤自体を新たに構築する観点から、IPv6

（Internet Protocol version 6）の導入や、さらなる研究開発・技術開発を行うこと

が重要である。 

 

対策実施４領域における情報セキュリティ対策の強化 

 （イ）セキュリティ強化に資する新規システム（機能）の導入検討とその実現 

次世代の電子政府構築に向けて、政府全体の業務・システムの基盤となる共通的な

プラットフォームの構築・整備について検討等を行うことが重要である。そのプラッ

トフォームについてセキュリティ強化を図るため、IPv6、国家公務員身分証 IC カード、

暗号、電子署名、生体認証等の新規システム（機能）の導入について総合的な検討等

を行い、その実現を推進する。 

特に、今後、すべての政府機関の情報システムが IPv6 を早期に利用できるようにす

るため、原則として 2008 年度までに、各府省の情報システムの新たな開発（導入）又

は更改に合わせて、情報通信機器やソフトウェアの IPv6 対応化を図る。 
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（５）i-Japan 戦略 2015（2009 年７月） 

 

（６）各府省における電子政府の IPv6 対応状況（2009 年３月末時点） 

 対応状況  

総務省  

電波監理業務については、電子政府システムの IPv6 化にかかるガイドラ

インの内容を踏まえ、改修規模、最善方策等を検討の上、効果的な改修

となるよう検討を進めているところ。  

内閣法制局  

「電子政府システムの IPv6 対応に向けたガイドライン」を踏まえ、IPv6

に向けた検討を実施している。検討を行った結果、一部の通信回線装置

について、IPv6 対応機器を導入した。  

内閣府  

・内閣官房  

IPv6 に対応している、又は、今後数年以内に対応予定のネットワーク機

器を導入した。今後、IPv4 でしか対応していないソフトウェア（ミドル

ウェアを含む）が IPv6 にも対応可能となれば、IPv6 対応の環境構築を行

うことが可能となり、十分な稼働テスト・検証を実施した上でのデュア

ルスタックでの導入が可能な状況となっている。  

宮内庁  
IPv6 対応化計画の策定に向けて最適化計画の見直し支援業務を外部委託

するための予算要求をおこなった。  

公正取引委員会  
IPv6 対応のための計画策定に向けて検討中。検討を踏まえ計画を策定す

る予定。  

警察庁  
2009 年度及び 2010 年度のシステムの更改に合わせて IPv6 化を図るよう

検討を行った。  

金融庁  IPv6 移行計画策定に向けて検討中。  

法務省  
「電子政府システムにおけるIPv6ネットワーク整備に向けたガイドライ

ン」を参考に、情報システムの IPv6 対応について検討中。  

外務省  機器調達に際し、可能な限り IPv6 対応機器を調達するようにしている。

財務省  
平成 19 年度から調達手続を開始した情報システムを対象に、IPv6 対応機

器の導入を進めている。  

文部科学省  
各システムの機器更新等のタイミングで、IPv6 に対応した機器を導入す

ることで、IPv4 アドレスの枯渇に対して混乱を起こすこと無く対応する。

ブロードバンド基盤の整備 

個人、家庭、図書館、学校、病院、行政機関、民間団体等のあらゆる人・モノが多

様なネットワークでつながる環境を整備し、電子政府・電子自治体分野、医療・健康

分野、教育・人財分野等におけるニーズに十分対応できる速度、品質、信頼性を有す

るブロードバンド基盤の整備に向けた取組を推進する。あわせて IPv4 アドレス在庫

の枯渇に備え、行政機関での率先的な対応をはじめとしたインターネットの IPv6 対

応を加速化する。 
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厚生労働省  厚生労働省 IPv6 移行計画を策定。  

農林水産省  IPv6 に関する情報収集を開始。IPv6 導入計画の検討を開始。  

経済産業省  

基盤情報システムにおいては、2008 年度の機器更改時に IPv6 対応機器を

調達し、導入したところ。実際の IPv6 への対応については、インターネ

ット等外部ネットワークでの IPv6 の対応状況を見つつ、導入していく予

定。  

国土交通省  

「電子政府システムにおけるIPv6ネットワーク整備に向けたガイドライ

ン」を参考に、情報システムの IPv6 対応について検討中。基幹ネットワ

ークについて、次期調達時に IPv6 対応機器の導入を予定。  

環境省  

平成 21 年３月 23 日の環境省環境情報管理委員会において『環境省にお

ける IPv6 対応方針』を決定。今後、本方針に基づき実施計画を策定する

予定。  

防衛省  IPv6 対応に向けて検討を行っている。  

人事院  

2008年度に更改する情報通信機器等について、「電子政府システムのIPv6

対応に向けたガイドライン」（平成 19 年４月２日総務省策定）に準拠し

ている IPv6 対応機種を導入した。  

重点計画-2008 フォローアップ結果 

（IT 戦略本部評価専門調査会（平成 21 年度第１回資料６1）に基づき作成） 

 

  

                             
1 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/hyoukasenmon/dai01/siryou6.pdf 
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参考資料４ 電気通信事業者の IPv6 対応促進のための税制支援措置 

 

 

 

 

 

 

 

（注２）対象地域：①過疎、②半島、③離島、④奄美、⑤小笠原、

⑥沖縄（離島に限る）、⑦豪雪、⑧山村、⑨特定農山村に限定

光ファイバケーブル
（端末系光幹線路）

事業所

公的機関

配線盤
（き線点）

最終
配線盤

一般加入者宅

光ファイバ
引込み線

事業者収容局等

電話網

インター
ネット 波

長
分
割
多
重
化
装
置

Ｉ
Ｐ
ｖ
６
対
応
型
ル
ー
タ
ー

（注２)

（１）光ファイバ（ＦＴＴＨ）関連設備

端末系
光端局装置

：対象設備

小規模収容局（ＲＴ局等）

デジタル加入者回線サービス等
提供用附帯設備

交換機
メタルケーブル

一般加入者宅

電源装置

ルーター

電話網

インター
ネット

（２）ＡＤＳＬ関連設備

小規模回線収容型デジタル加入者
回線多重化装置

１ 目 的 ： ブロードバンド・ゼロ地域を解消し、ユビキタスネット社会を支える世界最先端のネットワーク基盤を構築するため、光ファイバ等を
活用し、高画質映像の受発信等、大容量データの超高速通信に適応したブロードバンド基盤の全国的整備促進を図る。

２ 対 象 者 ： 電気通信基盤充実臨時措置法に基づき実施計画の認定を受けた次の者
（１）電気通信事業者 （２）有線テレビジョン放送事業者 （３）有線放送電話業者

３ 内 容 ： 対象者が下記の対象設備を取得した場合（※）に、取得後５年度分について、設備に応じて固定資産税の課税標準を２／３、３／４
又は４／５とする特例措置が講じられる。※対象者により対象となる設備が異なる

４ 改正内容：（１） 適用期限について、平成２３年３月３１日まで１年間延長（拡充部分については平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）
（２） 対象者について、資本金の額又は出資金の額が５０億円未満の事業者に限定
（３） 対象設備に電気通信事業用ＩＰアドレス変換装置等を追加

電
気
通
信
事
業
用

Ｉ
Ｐ
ア
ド
レ
ス
変
換
装
置
等
（注
１
）

（注１）IPv4/IPv6トランスレーター、 IPv6対応管理装置、

IPv6対応VoIPサーバーを含む

今回追加される設備

ブロードバンドによる情報格差解消税制
（次世代ブロードバンド基盤を構築する施設に係る課税標準の特例措置）

 

平成 22 年度税制改正案 

地方税 

ブロードバンドによる情報格差解消税制（次世代ブロードバンド基盤を構築する施設に係

る課税標準の特例措置）〔固定資産税〕 

電気通信基盤充実臨時措置法に基づき実施計画の認定を受けた電気通信事業者等が一定の

設備を取得した際の固定資産税について課税標準を 2/3、3/4 又は 4/5 とする措置につき、対

象者を資本金の額又は出資金の額が５０億円未満の事業者に限定するとともに、対象設備に

電気通信事業用 IP アドレス変換装置等を追加する。また、平成 22 年度末の適用期限の到来

をもって廃止する。 

 
IPv6 関連設備は、現在対象となっている IPv6 対応ルーターに、平成 22 年度税制改正後、

①電気通信事業用 IP アドレス変換装置 

②IPv4/IPv6 トランスレーター 

③IPv6 対応管理装置 

④IPv6 対応 VoIP サーバー 

が追加される予定。 
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参考資料５ IPv6 サービス登録制度、IPv6 技術習得に係る資格試験認定制度、
IPv6 Ready Logo Program の運用状況 

≪IPv6 Enabled Programとは≫
－“IPv6に対応しているサービス”にロゴを付け、IPv6の利用促進を図ることが目的
－ 基本はサービスを自己確認して、登録する仕組み
－ 継続してIPv6に対応していることを確認するための統一的な仕組みを持つ（Option)

－ WWWとISPからスタート(2009年6月）し、順次拡大予定
－ Programの推進のために、 IPv6 ForumにIPv6 enabled Steering Group新設
－ 2009年9月よりＪＡＴＥのﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで、翻訳情報を掲載し、登録の支援を開始

≪ロゴマーク≫
－ 登録状況は別紙１～２参照

－ http://ipv6ready.jate.or.jp/enabled/ を参照。

Webﾍﾟｰｼﾞ
のロゴ

ISPｻｰﾋﾞｽ
のロゴ

IPv6 Enabled Logo Program概要
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≪IPv6資格試験認定とは≫
－IPv6関連技術習得の促進を図ることが目的
－IPv6関連技術習得に係る次項目に対する認定制度

①資格試験
②カリキュラム

－基本は、自己確認して、登録する仕組み。対象は、試験実施機関、教育機関。
－ IPv6普及・高度化推進協議会で受付し、登録内容を確認し認定。

認定結果は、IPv6普及・高度化推進協議会及び電気通信端末機器審査協
会（JATE）のWebﾍﾟｰｼﾞで公開。

≪ロゴマーク≫

－ ロゴマークは、検討中。

－ 2009年11月27日より受付開始し、１社（NTT-Com）を認定済、1社が検討中。

－ 詳細は、 http://ipv6ready.jate.or.jp/cqv6op/ または

http://www.v6pc.jp/jp/entry/wg/2009/11/v6qualification.phtml を参照。

IPv6関連技術習得に係る
資格試験認定の概要
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IPv6 Ready Logo 認定状況

US:119

JP：72

TW：36

CN：34

（参考４）
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TW：36

CN：34
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参考資料６ 線型モデルによる IPv4 アドレス枯渇時期の試算 

Geoff Huston 氏が公開している直近の 1200 日の IPv4 アドレス割り当ての実績データ

をもとに回帰分析を行い、各 RIR における IPv4 アドレスの消費を一次関数の式として導

出する。導出した式を元に、今後のアドレス消費量を見積もり、IPv4 アドレスの枯渇時

期を試算する。 

 各 RIR における IPv4 アドレスの消費の回帰分析 

各 RIR における IPv4 アドレスの消費を回帰分析により一次関数の式で表すと、以

下の通りとなる。（x：年、y：/8 の個数） 

 AFRINIC y ＝ 0.231166 x － 463.128 

 APNIC y ＝ 4.751443 x － 9514.40 

 ARIN y ＝ 3.093678 x － 6123.97 

 RIPE y ＝ 3.037924 x － 6067.99 

 LACNIC y ＝ 0.741695 x － 1485.40 

 

 各 RIR の割り振りアドレスの伸びの予測 

上記の式に基づき、各 RIR における IPv4 アドレスの割り振り実績及び予測は以下

のグラフのようになる。 
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 RIR における在庫アドレスの挙動の予測 

各 RIR における IPv4 アドレス在庫の挙動の予測をもとに、アドレス在庫の将来挙

動を試算すると共に、各 RIR のデータを総合し、RIR 全体としての在庫の将来挙動を

試算する。 

 

 

 IANA 残存ブロックの予測 

先述のRIRにおけるアドレス在庫の挙動をIANAのアドレス在庫の状況に反映させ、

未割り振りアドレスの挙動を試算する。その結果、IANA における IPv4 アドレス在庫

の枯渇は 2011 年中頃、APNIC における IPv4 アドレス在庫の枯渇は 2012 年中頃と試

算される。 
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参考資料７ IP アドレス移転制度 

Copyright © 2008 Japan Network Information Center

アドレス移転ポリシーについて

• 世界のレジストリで合意され、実施されつつある

レジストリ 状況 実施(予定)時期 備考

APNIC（アジア太平
洋）

コンセンサス成立し、施
行準備段階

2010年2月頃

JPNIC コンセンサス・ラストコー
ル中

2010年前半？

RIPE NCC（欧州・中
東）

施行済み 2008年12月 適用例あり

ARIN（北米） 施行済み 2009年6月 適用例あり

LACNIC（中南米） コミュニティ議論中 不明

AfriNIC（アフリカ） 未提案 不明
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Copyright © 2008 Japan Network Information Center

アドレス流通量の推定

• 正確な推定は難しい

• 参考までにごく粗い試算を行う
– 旧クラスAで配布済みのものの数 38

– そのうちルーティングテーブルにのっているものの数 20
• これはインターネット上で利用済みと仮定）

– 残りのルーティングテーブルに乗っていないもの18は、イントラ
ネットなどの内部ネットワークで使っていると仮定

– うち約半数量がリナンバーが可能であり、市場に流通したと仮
定すると、9個

– 9という量は、おおよそ年間需要の0.9年分
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Copyright © 2008 Japan Network Information Center

移転に伴う諸課題

• RIR間など、他のレジストリとの間の移転に関する制
度の確立

• 対価性を持った場合の会計・税務上の扱い

• 悪意の有無に関わらず、不完全な移転手続きに伴
う損害に対する、レジストリの責任

– など

 

資料 7-2 より抜粋（日本ネットワークインフォメーションセンター） 
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参考資料８ IPv4 アドレス枯渇対応タスクフォース 広報活動について 

Copyright (C) 2009 Task Force on IPv4 Address Exhaustion, Japan 2

広報計画・戦略の進め方

 各ステークホルダーの状況・実態を調査
 ステークホルダーの分類

 枯渇の認知状況、対応状況についてアンケート調査

 調査結果に基づき、ステークホルダー毎の対応計画策定と実施
 ステークホルダー分類ごとの認知・対応状況を整理

 それぞれの状況に応じた伝達内容を検討（他WGと連携）

 対象毎に広報手段を検討（イベント、媒体などの調整）

 上記計画に基づく広報活動実施

 進捗把握のための再調査と活動計画の見直し
 上記広報活動による成果と各ステークホルダの進捗状況確認のためのアンケート調査

 調査結果に基づく活動計画の評価と見直し
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アンケート結果から

広報活動の一環として下記対象にアン
ケートを実施

 TF参加団体の所属組織
=インターネット/通信関連の事業者・企業等

 Interop Tokyo 2009来場者
=インターネット関連の事業者・企業の社員等

認知状況

影響理解状況

未把握部分

一般ユーザや通信業界

以外の業界の把握は不十分
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85.2%

74.6%

46.7%

73.9%

74.1%

26.7%

30.0%

50.0%

9.3%

13.4%

33.3%

21.7%

18.5%

62.5%

46.7%

30.0%

30.0%

24.9%

1.9%

4.5%

13.3%

4.3%

0.0%

12.5%

10.0%

10.0%

15.0%

9.8%

1.9%

7.5%

6.7%

0.0%

7.4%

25.0%

16.7%

30.0%

5.0%

6.6%

0.0%

58.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 通信事業

 ISP

 ASP・CSP

 iDC事業者

 放送事業(CATVを含む

 ソフトウェア製品

 通信機器製造業

 その他製造業

 システムインテグレータ
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Interop来場者 TF参加団体組織

全体的に、IPv4アドレス枯渇が枯渇すること自体の認知は広がってきていると言える

比較的多くのハード/
ソフトベンダ、Sierな
どが、大きな影響が
あると思っていない、
または、枯渇の影響
を把握出来ていない
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現状の進捗状況分析
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現状の進捗状況分析
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ステークホルダー・進捗・戦術・手法

対象 進捗・状況 広報戦術・内容 チャネル・具体的方策

通信事業者
枯渇の認知，影響
度の把握は7-8割
。対応策検討は先
行グループのみ

認知度向上はほぼ完了と考えるが、適宜
情報のアップデートは今後も必要

How-To系情報の広報がまさに今必要

定期的な情報アップデートを行うイベント

TF参加組織を通じたハンズオンセミナー推推，
テストベッド拡充などを引き続き行っていく

アクションプラン支援はWGによる推進も重要

大規模ISP

中小規模ISP

ASP/CSP

通信機器等製造業

枯渇の認知，影響
度の把握は半数足
らず。

必要性、影響度合
いについてのメッ
セージの具体性が
弱いため、きちんと
伝わっていない

機器種別ごとに進捗度、課題なども異なる
ため、種別ごとの戦術を検討

CEATEC(2009/10/6～10) などの活用（来場者
アンケート実施）

ソフトウェア開発者

認知度向上のために広報内容の検討が必
要（アプリ側対応の必要性、通信事業者の
対応予定に関する情報など）

ソフトウェア開発者・企業へのチャネルの
開拓が必要

オープンソースカンファレンス(OSC)など、各種ソ
フトウェア開発者が集まる会議での発表、チラシ
配布、ブース出展、アンケートなどを積極的に行
っていく

システム
インテグレータ

まずはアドレス枯渇状況を周知し、ビジネ
スチャンスであることをアピール。

SIの範囲は広いため、各インテグレータが
対応が必要な領域や時期や、ソリューショ
ンについて検討していくのを支援

情報サービス産業協会(JISA)

日本情報システム・ユーザー協会(JUAS)

等関係団体との連携し、セミナーの開催や

所属組織へのアンケート調査など

企業ユーザ

ほとんど認知され
ていない状況

ISPにおける対応（一部のISPでは現在計
画中）によって、具体的な影響度、対応策
が大きく変わることになる。

基本的にはＩＳＰ主体のアプローチが本筋
であり、ＴＦとしてはそれを支援していく

ISPを通じたアプローチを基本とし、ISPとも相談
連携しつつ、具体的な進め方の検討から始めて
いく

個人ユーザ
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ソリューション提供セグメントにおける具体的な状況

 対応、検討が遅れていると思われる、また、これまであまりアプローチでき
てない層への働きかけを進める

通信機器等製造業

ISP「IPv6対応製品がない、少ない、情報が不十分」

メーカ「ニーズがない、マーケット規模が不明」
上記の「両すくみ」状態を解消する必要がある

ソフトウェア開発者

開発者「ネットワークのIPv6が実現しないと十分なテストが
行えない」「利用者がいなければIPv6対応不要では？」
ISP「IPv6に対応したWebのサービスが充実しない限り、ユー
ザがIPv6へ移行するモチベーションがない」

ISPの対応を促進する上でも連携が必要

システムインテグレータ

中小ISPや地域のCATVなどは、システム、ネットワーク構築
をSIerに依存しているケースが多く、SIerの認識を高めること
が、それらのISPなどの対応促進につながる

 
資料 5-2 より抜粋（IPv4 アドレス枯渇対応タスクフォース） 
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Copyright (C) 2009 Task Force on IPv4 Address Exhaustion, Japan 8

ユーザに対するアプローチ（素案）

 基本的な考え方

 ユーザはISPからインターネットのサービス提供を受けている。

 ユーザが具体的にどう影響するかは、ISPの具体的な仕様に左右される。すなわ
ちISPによってユーザの対処は全く異なる。

 従って、基本的にはISPを通じたアプローチが有効だと考えられる。

 タスクフォースとしてはユーザ側の混乱を最小とするためにも、ISPの枯渇対応計
画の事前公開を要請するとともに、各社の広報活動の支援・調整を行っていく

 具体的方策

 ISPに対し、対応計画公表の要請
 ユーザへの影響度も含め、ISPごとに対応計画を発表すべきであり、TFはそれを支援していく

 他社より先行して公開するISPが不利益を被らないようにTFでも調整を進めていく

 ユーザに対する枯渇広報のひな形を作成
 ユーザに対して伝えるべき内容のひな形を、ＴＦで取りまとめて作成

 各ISPではそれをカスタマイズし、ユーザに広報することを想定

 

資料 5-2 より抜粋（IPv4 アドレス枯渇対応タスクフォース） 

 

 
資料 5-2 より抜粋（IPv4 アドレス枯渇対応タスクフォース） 
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参考資料９ ISP における IPv4 アドレス在庫の枯渇対応に向けた検討状況 

Copyright  © 2009 NTT Communications Corporation

例：OCNでのIPv6の対応状況

上位ISP

各サーバ

7

v4/v6 dual stack 

v6 over v4

Flet’s網

オフィス 家庭

 既にIPv6に対応できていること

– バックボーンはデュアルスタックになっている

– 他ISPとのIPv6での接続

– IPv6の full route を保持

– 企業ユーザへのIPv6接続の提供

– エンドユーザへのIPv6接続の提供

» v6 over v4

ISP

ISP

企業
ユーザ

 まだIPv6に対応できていないこと

– OCN上で提供している様々なサービス

» web, blog, ホスティング, ハウジング, etc…

» デュアルスタックホスティングは有り

 

資料 WG 広 1-2 より抜粋（NTT コミュニケーションズ） 

 

 

資料 WG 広 2-1 より抜粋（NEC ビッグローブ） 

6 Copyright © 2009 NEC BIGLOBE,Ltd. 

展開スケジュール

２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度

運用監視機能

バックボーン

DCネットワーク

ロードバランサ

サーバ

サービス

サービス基盤

構築

共通モジュールIPv6対応開発

既存サービスのIPv6化

評価 展開

既存サーバにIPv6アドレス追加

ロードバランサ IPv6対応

デュアルスタック化 対外/core 完了

監視体制検討

ネットワークReady

OS v6対応標準化 展開 新規構築サーバのデフォルトデュアルスタック化

メール/ＨＰ事前評価

ツール開発 展開

1. 2009年6月末 ネットワークのIPv6対応準備完了（ネットワークReady）
2. 2010年度末 サービスのIPv6対応準備完了（サービスReady）

→2011年度アクセスサービス開始（予定）に備える

サービスReady

逐次展開
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資料 WG 広 2-2 より抜粋（ニフティ） 

 

RAS

PSTN

モデム 宅内ルータ

NAT
-GW

IX

DNS
WWW
メール

認証
運用管理

インターネット サービス網 IP-VPN/広域ｲｰｻ網

接続ISP（国内外）

公衆無線LAN
サービス

ｲｰｻ/専用線等

法人お客様

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ
ADSL FTTH

VPN（閉域網）
ご利用お客様

ISP等お客様

データセンタ

ﾎｽﾃｨﾝｸﾞｻｰﾊﾞ

eAccess等ADSL
提供者殿

NTT東西等
FTTH提供者殿

デユアル

これから

これから

これから
デユアル

このまま？
このまま？

これから
デユアル

凡例；
v4/6対応可（地域
限定等あり）

これから これから対応
（時期未定含む）

このまま? v6対応するか、他
へ移行か？

デユアル

IPv6 対応状況

これから

v6対応は提供サービスによって時期等異なる

 

資料 WG 広 2-3 より抜粋（ソフトバンク） 
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資料 WG 広 2-5 より抜粋（インターネットマルチフィード） 

 

 

資料 WG 広 3-1 より抜粋（インターネットマルチフィード） 

JPNAPのIPv6対応

• 当初は別スイッチで試験開始 （JPNAP6）
• 次の段階として、IPv4・IPv6デュアルスタック試行へ

– JPNAP東京・大阪においてデュアルスタックを試行

• デュアルスタックでも問題ないことを確認し、正式にサービスを開始。

2009 (c) INTERNET MULTIFEED CO. 10

IPv4

2001年 2005年

JPNAP
（商用サービス）

IPv6‐only

2002年

JPNAP6
（実験）

2008年4月

IPv4/IPv6

2010年3月まで
（予定）

Dual‐stack
試行サービス

本格サービス

IPv4/IPv6

2009年度 2010年度 2011年度

１Q ２Q ３Q ４Q １Q ２Q ３Q ４Q １Q

バックボーン

アクセス網

LSN検討

自社
サービス

アグリ
サービス

サービス
顧客対応

対外接続IPv6対応
（IX/Transit/Peer)

バックボーンデュアル化対応

NGN：中継網設計・構築 /   アダプタ検証

NGN以外：ホールセール事業者との調整・対応

対応方針・調査・動作検証・実装

So-netのIPv6対応ロードマップ

お客様窓口準備

サービス企画

情報収集・対応方針・動作検証

シ
ス
テ
ム
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

サービス仕様/業務設計

対応方針・調査・動作検証・実装

ＮＴＴ東西
NGN ＩＰｖ６
提供開始

8© 2009 So-net Entertainment Corporation
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資料 WG 広 3-1 より抜粋（インターネットマルチフィード） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 WG 広 3-4 より抜粋（インターネットイニシアティブ） 

3

ＩＰｖ６対応スケジュール

2011年度前半までに、ＩＰｖ６／ｖ４双方に対応できるよう鋭意取組み中

～ 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 ～

法人様

向け

個人様

向け

インターネット接続サービス（HGより順次提供）

データセンターサービス

K-OPTポータルサイト

インターネット接続サービス

試験サービス

（2003年～）

ＩＰ-ＶＰＮサービス（2009年7月～）

ｅｏポータルサイト（順次対応）



 

-31- 

 

22

ケーブルテレビ業界のIPv6対応

• 先進的な事業者は早期にサービスを開始する。

• 大手MSOは2011〜2012年にサービス提供予定。

• 中小事業者は、業界の動きを見て追随するところ
が多い。IPv6サービスの提供により成功するところ
が出ると、その動きが加速する。

• IPv4アドレス枯渇の見通しの無い事業者の対応は
遅くなる。指針の提示が必要と思われる。

• 技術力が強くない多くの中小事業者にとり、システ
ムインテグレーターのサポートが重要になる。

• ケーブルテレビ連盟、ケーブルラボは、業界内の
情報のとりまとめと周知により、IPv6化の促進をは
かる。

 

資料 WG 広 4-2 より抜粋（日本ケーブルラボ） 
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参考資料 10 ケーブルテレビ事業者における IPv4 アドレス枯渇対策、IPv6 対応の状況 

（１）現状 

今日のケーブルテレビ事業者が行うインターネット接続サービスでは DOCSIS(Data 

Over Cable Service Interface Specifications)規格に準拠したケーブルモデムシステ

ムが用いられる。DOCSIS は 1997 年に策定された DOCSIS1.0 に始まり、拡張を重ねる毎

にバージョン番号を上げ 2006 年に策定された DOCSIS3.0 において転送速度が 100Mbps

超に拡張されるとともに初めて IPv6 対応が盛り込まれた。従って、ケーブルインター

ネットにおいて IPv6 接続を提供するには DOCSIS3.0 以降の規格に対応した設備に更新

することが必要となる。 

DOCSIS では一貫して下位互換が担保されるため DOCSIS2.0 以前のモデムを交換する

ことなく事業者側の設備(センタモデム)を DOCSIS3.0 以降のものに更新してサービス

を継続することができる。 

現在のケーブルテレビ事業者におけるネットワーク構成は次の３つのパターンに分

類される。 

（A）事業者側のセンター機器、ユーザー側の端末モデムともに DOCSIS2.0 以前 

（B）事業者側のセンター機器が DOCSIS3.0 に対応であり、ユーザー側の端末モデム

が DOCSIS2.0 以前 

（C）事業者側のセンター機器、ユーザー側の端末モデムともに DOCSIS3.0 に対応 

 

図 1 センター設備と端末のバージョン 

 

この３パターンのうち制約なしに IPv6 接続性を提供できるのは（C）のみで、（A）で

は IPv4 しか提供できない。センター側は償却や保守継続を理由に更新が進む一方ユー

ザー宅内の設備を更新することは困難で、ブロードバンド普及期に大量に設置された

D2.0
D1.x

D2.0
D1.x

D3.0

D2.0+
D2.0
D1.x

D3.0

D3.0

CMTS
センタ機器

CM
端末モデム

[A] IPv4のみ [B] 一部IPv6 ready [C] IPv6 ready
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DOCSIS2.0 以前の端末と DOCSIS3.0 対応のセンター設備という（B）の組み合わせも多

く想定される。（B）のパターンでも端末モデムが一定の条件を満たすことで IPv6 を提

供することができるよう DOCSIS2.0+と呼ばれる追加の規格2がまとめられている。 

 

（２）ケーブルテレビ事業者にとっての課題 

① 技術的な課題 

DOCSIS3.0 対応機器は IPv6 よりも 100Mbps 超の高速化が優先されたため、2009 年

現在主要CMTS(センター機器)メーカーのIPv6対応ソフトウェアは試験用バージョン

が提供され始めたばかりで商用に堪える品質が確認されていない。ケーブルテレビ事

業者は自社が採用する機種の IPv6 対応ソフトウェアが正常に動作することを確認し、

問題があればメーカーにフィードバックして改善する必要がある。前出のパターン

[B]での提供を考える事業者は、センター側だけではなく自社が提供中の端末モデム

の DOCSIS2.0+ソフトウェアの機能も確認しなければならない。 

② 商品仕様上の問題 

技術標準で IPv6 対応が定められていても、ISP として顧客に提供する際には以下

の技術要素を決定する必要がある。これらの要素はユーザーの利便性だけではなく

PC 用の OS やブロードバンドルーターなどの関連機器の仕様に大きく影響する。 

 接続形態 

 アドレス割り当て 

 プロトコル 

 アドレスブロックの大きさ 

 動的/固定 

 (設備保護・利用者保護を目的とした)フィルター 

 

（３）国内ケーブルテレビ業界における IPv6 対応への取り組み 

一部の先行する事業者や MSO(multiple service operator、 複数の事業者に統一ブ

ランドのサービスを提供する大規模事業者、国内では J:COM や JCN など)では技術検証

を既に実施している。 

一方、日本ケーブルテレビ連盟(JCTA)が IPv4 枯渇対応タスクフォースに加盟したこ

とを機に JCTA の下部組織である日本ケーブルラボ(JCL)に IPv4 アドレス枯渇対応プロ

ジェクトが発足し、先行事業者や関連メーカー、SIer などの関係者が一同に集い横断

的に IPv4 アドレス在庫の枯渇と IPv6 への対応を勧める体制が整えられた3。 

                             
2 DOCSIS 2.0 + IPv6 Cable Modem Specification

（ http://www.cablelabs.com/specifications/doc20.html） 
3 JCL は 2009 年 12 月に解散し法人化されたが、IPv4 アドレス枯渇対応プロジェクトは継続されている。 
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同プロジェクトでは以下のような取り組みが進められている。 

① 広報活動 

 InteropTokyo2009、CATV2009 における主要メーカー２社の設備を利用した IPv6

対応ケーブルインターネット接続サービスのデモンストレーションの実施 

 JCL ウェブサイトにおける事業者への周知活動 

 事業者アンケートの実施 

② 情報共有 

 IPv4 アドレス枯渇、IPv6 対応に関する情報共有 

 機器検証をはじめとする関連設備の技術情報の共有 

③ ガイドライン等策定 

 ケーブルテレビ事業者向けアクションプラン策定 

 サービス提供時の技術仕様(ガイドライン)の策定 

 

（４）IPv6 運用技術習得のためのテストベッドを活用した検証 

JCL におけるプロジェクトでは、各社の検証環境での成果を可能な範囲で共有するこ

とに加え、総務省が整備する IPv6 運用技術習得のためのテストベッドを検証環境とし

て活用し、IPv4 アドレス枯渇対応タスクフォースにおいて他の関連事業者と連携して

検証を実施している。これには以下のような狙いがある。 

 バックボーンやサーバー等 ISP として共有可能な環境をテストベッド内で共有し

ケーブルモデムシステムの検証に集中することができる。 

 検証に必要なリソースを集中し、検証設備を持たない事業者でも技術検証を可能と

する。特に端末検証は機種が多岐にわたり工数が多くなるため効果的である。 

 メーカー担当者が集中して応対できるため、問題解決にかかる工数を最小化できる。 

 ガイドラインで策定した技術仕様が正常に提供可能か共同で検証することができ

る。 

 

タスクフォース内の教育・テストベッド WG によるテストベッドを使った検証作業の成果と

して ISP やケーブルテレビ事業者向けの移行ガイドラインが 2010 年初頭にまとめられる見

込みで、JCL 発行の技術仕様ガイドラインは同時期の 2010 年３月～４月の初版発行を目指

している。共に参照されることで業界全体の IPv6 移行を促す相乗効果が期待される。 
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参考資料 11 IPv6 対応のために必要な対応・コスト（ケーブルテレビ事業者の例） 

ケーブルテレビ会社が運用する ISP における IPv4 から IPv4/v6 デュアルスタック環境

への移行検証を実施し、IPv6 対応のために必要な対応・コストを算出。（平成 21 年度総

務省施策「IPv6 運用技術習得のためのテストベッド整備」において実施。） 

 検証概要 

ケーブルテレビ ISP 環境において、IPv4 ネットワークから IPv4/v6 デュアルスタ

ック環境への移行を実施。なお、当該ケーブルテレビ ISP が接続する上位バックボー

ンは既にデュアルスタックであることを前提とし、CMTS より下部のユーザー収容部

分のデュアルスタック化を実施した。 

 ネットワーク構成 

収容ユーザー数は１万世帯、ケーブル機器は総べて DOCSIS 2.0 (IPv6 非対応)。CMTS

は Cisco 社製 uBR100012 のシングル構成、CNR は２台の冗長構成。 

 

 移行時に必要なコスト 

 CMTS(uBR10012) １台 

バージョンアップ及びモジュール購入費用 

 PRE、GbE カード 新規購入 計 1300 万円 

 OS 250 万円 x １台 

 CNR ２台 

 version7.x のライセンス 500 万円 x ２台 

 ケーブルモデム 10000 台 

CMTS

CNR
L2 SW

Backbone
Router

ケーブルモデム

端末PC

CNR

・・・・・・・・・・・・

検証対象

CATV事業者

宅内
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 ケーブルモデム購入 5000 円 x 10000 台 

 稼働費（移行作業に係る時間 ※検証・設計は別途） 

 CMTS 交換作業： ４時間 x ４人 x １台 

 CNR バージョンアップ作業： ２時間 x ２人 x ２台 

 モデム交換：  ２時間 x １人 x １万世帯 

計：7,550 万円 ＋ 稼働費（154 人日） 

 IPv6 移行テストベッド 設計・検証にかかる作業項目と工数 

 

大項目 作業項目 人数 日数 人日 備考

1.現状調査 現状で、どの機器がOSのバージョンアップでdual stack化が可能か、どの機器は入れ替えをしなければならないか等を調査する

使用機材、使用ファームウェアのリストアップ 2 1 2

カタログによる調査 2 1 2

ベンダへの確認 1 1 1 返事が来るまで2日程度

2.IPv6アドレ
スの取得

IPv6アドレスを取得する

JPNICへ申請、割り当てを受ける 1 1 1 申請から割り当てまで3週間程度

3.ネットワー
クデザイン

dual stack 対応のネットワークを設計する

ネットワークの全体構成の見直し 4 2 8

大枠構成などの基本設計 4 5 20

4.機器選定、
構成確定

設計に基づいて、機器の機種、ファームウェア、ポート数などを確定する

機種選定 4 2 8

構成設計、メディア選定 4 1 4

ファームウェア選定 4 2 8

5.詳細設計 ネットワークデザイン、選定した機器を基に、詳細設計を行う

IPアドレス設計 4 1 4

L2（vlan等）設計 4 1 4

L3（ルーティング等）設計 4 1 4

config設計 4 3 12

6.機器納入 機器が納入されるまでの調整を行う

社内決裁 2 1 2

ベンダとの契約 2 7 14

日程等機器納入調整 2 2 4

7.設置工事 新規導入する機器の設置を行う

新規設置機器のリストアップ 2 1 2

必要な電力、ラックスペース、空調の把握 2 1 2

電源、ラック、空調の空き状況調査 2 1 2

電源増設工事、ラック増設工事、空調設備増設工事 - - - 工事業者へ外部委託

機器設置工事 4 1 4

8.移行手順
書作成

ネットワークデザイン、詳細設計に基づき、現状のネットワークからの移行手順書を作成する

詳細移行手順書の作成 2 4 8

作成した手順書の確認、机上シミュレート 4 2 8

9.検証 詳細設計、移行手順書に基づき実際の動作検証を行う

変更した機器毎に単体の動作確認試験、配下からの疎通確
認試験

6 1 6

IPv4の疎通確認試験 6 1 6

IPv6の疎通確認試験 6 1 6

通信影響箇所の特定 6 1 6

通信影響時間の計測 6 1 6
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参考資料 12 諸外国における動向 

（１）アメリカにおける動向 

 政府の方針 

連邦 CIO 評議会が 2009 年５月に「Planning Guide/Roadmap toward IPv6 Adoption 

within the US Government」と題した計画指針を発出している。この指針は IPv6

構築を成功させるための実践的な手引きとして作成され、政府系機関全体での対応

共通ロードマップを提供しているものである。  

これに先立ち、米国連邦政府組織の予算の作成、管理、財務調整等を行う組織で

ある行政管理予算局（OMB：Office of Management and Budget）は、2005 年 8 月に、

2008 年 6 月までに各府省のネットワークの IPv6 対応を求めた。また、CIO Council

と連携して The Business Case and Roadmap for Completing、Transition Guide

等のガイドラインを策定して政府の IPv6 化を推進している。 

米軍では、ドイツにある Joint Multinational Training Center (JMTC)において、

ネットワークの IPv6 対応を進めている。米軍では既にネットワーク機器の調達にあ

たって IPv6 が義務付けられており、その規定に基づくネットワークのアップグレー

ドとして実施されている。構築業者は、AT&T で、600 の建物を IPv6 の施設内網で接

続し、構築費用は約 2300 万ドルで、この 2010 年 1 月には構築を完了している予定

である。 

 官民における取組 

米国の標準化団体である電気通信産業ソリューションズ連合(ATIS)は IPv6 対応

計画タスクフォースを設置し、IPv6 への移行に関して検討し、通信事業者、エンタ

プライズ向けにビジネス継続性の確保を図るため、IPv6 移行に向けた対応準備状況

の体系的なチェックリストガイドを 2008 年 10 月に公表した。 

 技術者の育成 

インターネット・ソサイエティ（ISOC）が IPv6 の展開等の課題について、世界中

で取り組まれている基礎的なインターネットプロジェクトを対象に約７万米ドルの

補助金を交付している。 

 

（２）欧州における動向 

① EU における動向 

 政府の方針 

2008 年５月、「インターネットの高度化：IPv6 普及のための行動計画」と題

した報告書を採択した。 



 

-38- 

 

 官民における取組 

EU の業界団体 6deploy が上記の報告書を受け、IPv6 の導入支援サポートや教

育プログラムの展開を拡大等、IPv6 導入の推進活動を行っている。 

    

 

② イギリスにおける動向 

 官民における取組 

UK IPv6 Task Force という関係者による連合組織が IPv6 への移行を主導して

いる。このタスクフォースは政府、産業界、アカデミア、国際機関、利用者に

オープンで行われている。タスクフォースの主な活動は、 

 IPv6 の専門知識に関するオープンなタスクフォースの確立 

 IPv6 に関する知識と経験のメンバー間での共有 

 新たな IPv6 ベースのアプリケーションやグローバル・ソリューションの推

進 

 IPv6 標準の相互作用の推進 

 end-to-end でサービス品質を確保するための協力 

 IPv6 の展開への障害となる問題の解決  

等である。 

 

③ フランスにおける動向 

 政府の方針 

2008 年 10 月に発表された「デジタルフランス 2012」に掲げられている 154

項目の施策の１つとして「2009 年から段階的に、政府調達において IPv6 との互

換性を要求するようにする」こととされている。 

 官民における取組 

産業界、サービス界、行政機関、研究機関並びに IPv6 ネットワークの推進を

図ろうとする団体から構成される IPv6 Task Force France が活動している。 

 技術者の育成 

「G6」（フランスにおける IPv6 専門家会合）の下に設置されている作業グルー

プの１つである「育成グループ」の専門家達がここ数年技術者養成校や大学にお

いて当該育成に関する各種取組を展開している。例えば、「テレコムブルターニュ

電気通信国立大学」に講師を派遣し、「IPv6 の理論と実践」というテーマで、2008

年５月と 10 月にそれぞれ３日間ずつ講義を開催した。  
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④ ドイツにおける動向 

 政府の方針 

2009 年５月、“Nation Action Plan for IPv6 deployment”で政府として 2010

年に 25％のインターネットサービスとコンテンツを IPv6 にて利用する環境を

実現することを具体的な対策アクションとともに宣言した。 

 官民における取組 

民間等で組織した German IPv6 Council が 2009 年５月“National IPv6 Action 

Plan for Germany”を提供している。目標や必要な行動、スケジュールや移行

方法といったことが説明されている。 

 

（３）中国における動向 

 政府の方針 

中国次世代 IP ネットワークモデルプロジェクト CNGI（China Next Generation 

Internet）を 2003 年 12 月から推進している。また、2008 年８月、国家発展改革委

員会は「次世代インターネット業務の試験及び設備の産業化特定プロジェクトの実

施に関する通知」を発表し、CNGI を活用した研究開発を募集するとともに、2010

年末までに 50 万人以上の IPv6 試験ユーザーを確保する目標を設定した。 

 官民における取組 

2002 年から 2005 年３月まで、日中双方の官民協力事業である「次世代インター

ネット IPv6 日中協力プロジェクト（略称：IPv6-JC）」が日本側の経済産業省、情報

通信ネットワーク産業協議会、日立、富士通、ＮＥＣなど、中国側の国家発展改革

委員会、CERNET などが参画して行われ、北京、上海、広州に IPv6 ネットワークを

設置した。  

 技術者の育成 

CNGI の研究開発、産業化、仮運用にかかわる人員は、7,400 人/年で、今までにこ

のプロジェクトを通し、修士・博士 1,270 人（うち博士 300 人以上）を育成した。  

 

（４）韓国における動向 

 政府の方針 

2008 年 12 月、「インターネットアドレス資源の管理などに関する基本計画」（2009

年から 2011 年までの 3 か年計画）を策定。2011 年までにバックボーン網の 100％、

公共機関の 50％を IPv6 に移行する計画である。 
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 官民における取組 

ISP、政府、大学及び民間専門家で構成された“IPv6 移行推進協議会”を運営中

で、技術検討など実務的協議のために“IPv6 移行推進実務協議会”を運営している。

あわせて、IPv6 移行及び技術的支援のために韓国インターネット振興院(政府傘下

機関)に“IPv6 移行支援センター”を設置して運営している。 

 技術者の育成 

韓国インターネット振興院の“IPv6 移行支援センター”を通じて、公共機関、民

間機関、地方自治体などに IPv6 移行のための技術教育及びコンサルティングを支援

している。 

 

（５）オーストラリアにおける動向 

 政府の方針 

連邦政府情報管理局がすべての連邦政府機関が所有するソフトウェア及びハード

ウェアを IPv4 から IPv6 に対応するものに移行するための戦略「A Strategy for the 

Implementation of IPv6 in Australian Government Agencies」を、2007 年に策定

した。 同戦略では、IPv6 までの移行期間が「準備段階」・「移行段階」・「実装段階」

の３段階に分類されており、各機関がそれぞれに実施すべき事項が示されている。

また、同戦略では、「準備段階」を 2009 年 12 月末まで、「移行段階」を 2012 年まで、

「実装段階」を 2015 年までと設定されていたところ、2009 年７月には同戦略の

version2 が策定された。version2 では、「移行段階」を 2011 年末まで、「実装段階」

を 2012 年 12 月末までとしている。 

なお、「準備段階」とは、IPv6 への移行に必要な調達計画の見直し、各政府機関、

連邦政府情報管理局、サプライヤとの調整、IPv6 への移行に伴い発生するリスクの

分析など、「実装計画」とは、IPv6 を実装したシステムのチェックなどを行うこと

とされている。 

また、タスマニア州政府は2009年４月、政府機関の設備を2012年中頃までにIPv6

へ移行するための戦略を策定している。 

 官民における取組 

Communications Alliance（情報通信関連企業の団体）では、国内の IPv6 の対応

状況に関する調査を実施した。 

 技術者の育成 

ビクトリア州政府では、通信セクターのほか、建設、医療、金融、自動車など IPv6

への移行に関係するセクターが参加する IPv6 のテストベッドネットワークに資金

提供を行っている。 
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（６）台湾における動向 

 政府の方針 

2003 年に国家情報委員会(NICI：National Information and Communications 

Initiative)によって、IPv6 移行プランが策定されている。これは国として推進し

ている e-Taiwan プロジェクトの一角をなす計画となっている。 

計画は2002～2008年のPhaseI、2009～2012年のPhaseII、2013年以降のNGN Phase

に分かれる。PhaseI では、研究開発とプロモーションが中心であったが、PhaseII

では IPv6 移行に向けた実証や教育、移行作業が中心となっている。 

現在は NICI の下に IPv6 Steering Committee(交通通信省が Chair、TWNIC が事務

局)を組織し、Regulations & Policies、Transition Technologies、Industry 

Development、Applications & Services の 4 つの分野に分かれて活動を推進してい

る。 

2009 年には、TANet(Taiwan Academic Network)として、5つの県にまたがる IPv6

対応の学校ネットワークを構築し、5 つの小中学校を結んでの IPv6 VoIP サービス

の実現、米大リーグの IPv6 配信、IPv6 による e-ヘルスケアシステムの構築、LiveE

によるセンサーネットワークの構築、洪水予測システムの IPv6 配信、IPv6 による

電力モニタリング等をパイロットプロジェクトとして実施した。 

2010 年は、IPv4 アドレス在庫の枯渇予測、産業界の IPv6 対応調査、教育トレー

ニング等を推進する。また、e-ヘルスケアや電量モニタリング、洪水予測、気象観

測等は引き続き継続する。また TANet や GSN(Taiwan Government Service Network)

のデュアルスタック化、Hinet(中華電信のブロードバンドサービス)の NGN バック

ボーン化、edu.tw と gov.tw の DNS の IPv6 対応を推進する予定。 

2011～2012 年に掛けては、IPv4 アドレスの枯渇時の対応、産業界のサービスプ

ラットフォームの IPv6 対応、教育トレーニング、IPv6 テストベッドと実証実験の

推進、各 ISP のデュアルサービスの立ち上げ、com.tw や net.tw 等の一般的ドメイ

ンの DNS の IPv6 対応を進める。 

2013 年以降では、2016 年までに、政府と学校は 100%の IPv6 コネクションを、家

庭や企業は 20%以上の IPv6 コネクションを実現し、2020 年までにはすべてを IPv6

対応する。またネットワークも2016年には25%のISPのデュアルスタックサービス、

2020 年までにはすべてのアクセス網及びバックボーンの IPv6 対応を完了する予定。 

 官民における取組 

IPv6 Forum Taiwan が台湾において IPv6 のプロモーション、技術開発、産業への

普及活動を行っている。各種セミナー、会議、教育コース、調査活動を実施し、IPv6 

Summit in Taiwan 等を主催している。 
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（７）インドにおける動向 

 政府の方針 

政府の IPv6 移行に向けた計画は以下のとおり。 

・2010 年 3 月までに、すべての政府組織は既存機器の IPv6 対応／非対応の洗い

出しを行う。 

 ・2010 年 3 月までに、各政府組織内に IPv6 移行チームを立ち上げる。 

 ・2010 年 4 月までに、サービスプロバイダーと調整して、各政府組織特有の IPv6

移行プランを策定する。 

 ・2010 年 1 月時点より 2 ヶ月以内に、各政府組織の調達仕様に IPv6 対応の要求

を Must とする。 

 

 官民における取組 

非営利組織の IPv6 Forum India（2000 年設立）が政府と協調して、2001 年以降、

インドにおいて IPv6 に関する多くのイベント、ショーケース、シンポジウム、ワ

ークショップ等を行っている。 

また、インド情報通信省の下の情報通信技術センター（Telecommunication 

Engineering Centre, Department of Telecommunications, Ministry of 

Communications & IT）が、IPv6 普及に向けた以下の各種活動を行っている。 

・2009 年夏以降、国内向けのワークショップを 5回開催し、さらに APNIC と共同の

トレーニングイベントや IPv6 summit 等を主催して、教育・普及活動を遂行して

いる。 

・2010 年 12 月までに、IPv6 テストベッドを構築し、運用を開始する予定。 

・IPv6 の機器テストを TEC が主体となって実施する予定（2010 年 1 月、TAHI 及び

JATE の指導を受けるため来日）。 

・2010 年 12 月より、機器ベンダー及びサービスプロバイダーと協調して、IPv6 準

拠機器の普及活動に乗り出す予定。 

将来的には、すべての国家組織は IPv6 対応機器を調達することになる。 

・2010 年 1 月 14 日、サービスプロバイダーとの会合において、移行タイムフレー

ムを策定することを決定。初版を 2010 年 3 月までに策定する予定。 

・ 国 の IPv6 移 行 戦 略 ／ 移 行 計 画 の 策 定 を 実 施 。 DoT （ Department of 

Telecommunications）では、既に将来の IPv6 機器の調達要求を他省庁や部局宛て

に発信。 
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・IPv6 対応機器の導入の推進、ISP への IPv6 接続回線の提供の要求、政府組織内

の IPv6 試験ネットワークのセットアップ、試験ネットワーク向けの IPv6 対応ア

プリケーションのセットアップ、各政府組織の Web への IPv6 対応初期アプリケ

ーションの導入などを実施する予定。 

 技術者の育成 

インド科学研究所(IISc：Indian Institute of Science) Bangalore が、テストベ

ッド、IPv6 トレーニングプログラムを提供している。また、IPv6 セキュリティに

関する研究開発活動を実施している。 

 

（８）ブラジルにおける動向 

 技術者の育成 

ブラジルの NIR 組織である NIC.br が運営している IPv6.br で、IPv6 のオペレータ

ーや技術者向けの教育コースを開設している。 

 

（９６）その他の動向 

 （複数国による活動） 

 IPv6 フォーラム(IPv6Forum) 

IPv6 フォーラムは、国際的な IPv6 推進団体であり、ウェブサイト及び ISP が IPv6

に対応していることを認証するIPv6対応ロゴプログラム(IPv6 Ready Logo Program)

を推進している。同プログラムは、IPv6 仕様の適用範囲によって３段階の認証レベ

ルを設けることとしている。現在までにフェーズ２までを策定済みで、今後フェー

ズ３を策定する予定である。 

既にフェーズ２までの認証が進められており、2009 年９６月末現在でフェーズ１

の認証数は 405393、フェーズ２の認証数は 286（IPv6 Core Protocols 機能の認定

数）261 となっている。 

 

 北米 IPv6 タスクフォース(North American IPv6 Task Force (NAv6TF)) 

NAv6TF は、北米地域の IPv6 推進団体で、産業界及び政府と連携して IPv6 の普及

に必要な専門知識の提供を行っている。同団体はニューハンプシャー大学インター

オペラビリティ研究所、政府機関、Internet2 と連携して、マルチベンダ環境での

IPv6 相互接続の実証プロジェクトであるムーン v6(Moonv6)を実施した。IPv6 フォ

ーラムの IPv6 対応ロゴプラグラムと共に、IPv6 の実装段階において、IPv6 の普及

促進に寄与した。 
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  （対応状況の調査） 

 世界各国の ISP の IPv6 対応度調査 

カナダのブリティッシュ・コロンビアで、高等教育機関と研究機関向けに光ネット

ワークを提供している BCNET が、世界各国を国別に、AS 番号の IPv6 対応度を調査

して、2009 年 10 月に公表した。IPv6 のルーター広告の有無を調査しているもので

あり、ユーザー向けの IPv6 アクセスサービスの提供を直接示すわけではないが、100

以上の AS 番号のある国での結果としては、チェコ共和国 (19%)、 ニュージーラン

ド(18%)、 日本(17%) 、オランダ(17%)というような結果が出ている。なお、半年前

の 2009 年 4 月の調査からの増加率は、全体平均で 1%弱である。 

   

 国別の IPv6 対応状況 

SixXS (Six Access)では、RIR から各国に割り当てられたプレフィックス数、実際

にネット上で見えるプレフィックス数から、各国別の IPv6 普及状況を調査して公開

している。上位 5位は、米国（利用 425、割り当て 1148、利用率 9.32%）、ドイツ（利

用 180、割り当て 324、利用率 3.95%）、英国(Great Britain)（利用 100、割り当て

225、利用率 2.19%）、オランダ（利用 102、割り当て 177、利用率 2.24%）、日本（利

用 93、割り当て 177、利用率 2.04%）である。 

 

 （民間企業での IPv6 化対応状況） 

 Comcast 社では、バックボーン、バックオフィス、Peering ポイントについては既に

IPv6 化を完了しており、2010 年 4 月より、フィラデルフィアの ISP との間で、実用

レベルのフィールドトライアルを開始する予定である。実験は 3 つのフェーズに分

けて行い、フェーズ 1では 6rd、フェーズ 2ではデュアルスタック環境、フェーズ 3

では DS-Lite をそれぞれ利用する予定となっている。 

 Verizon 社では、2010 年より全米の 25～30 ヶ所で LTE のサービスを開始するが、端

末としては IPv6 に対応することを各端末ベンダーに求めており、IPv6 でのサービ

スを計画している。 

 google 社は、2010 年 2 月 5 日、YouTube の IPv6 対応を正式に発表した。既に各種

アプリケーション（Search, Alerts, Docs, Finance, Gmail, Health, iGoogle, News, 

Reader, Picasa, Maps, Wave, Chrome, Android）の IPv6 対応を完了している。 

 eBay 社では、現時点では社内の実験施設において IPv6 ネットワークを試験してお

り、今年中に社内ネットワークの IPv6 対応を行う。ユーザー向けサイトの IPv6 化

については、2011 年にデュアルスタックでの提供を予定している。 
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 Yahoo 社では、バックボーンレベルでは既に多くのプロバイダと IPv6 の Peering を

始めている。ただし、ユーザー向けポータルサイトの IPv6 対応はまだ行われていな

い。 

 Microsoft 社では、Windows Live と Microsoft Network（MSN）の v6 対応計画につ

いては不明だが、バックボーンは既に IPv6 対応が行われており、複数のプロバイダ

と IPv6 での Peering を実施している模様である。 

 Wikipedia の IPv6 対応計画については公表されていないが、メールサーバーと

MediaWiki bug tracker については、IPv6 対応が行われている。 

 Twitter の IPv6 対応計画は発表されていないが、Pew Research Center の調査によ

るとユーザーの 40%が携帯電話からのアクセスとなっており、IPv6 に対応した LTE

の登場によって IPv6 対応の必要性が強くなると考えられる。 

 Hurricane Electric 社は、2009 年 11 月の発表では、IPv6 バックボーンの Peering

先が 600 に達し、世界最大の規模であると発表した。接続先が 4 カ月間に約 25%も

増加しており、IPv6 ネットワークの急激な拡張をうかがわせる結果となっている。 
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参考資料 13 IPv6 普及度調査 

・ネットワーク事業者のIPv6提供準備状況を示している
・米国および欧州にてIPv6対応に取り掛かる組織が増している

米国

ドイツ

英国

日本

国別の割り振りIPv6アドレスブロック数

 

 

・ネットワーク事業者（AS）のIPv6対応が緩やかに進んでいる
・IPv6対応の割り合いは5%強とまだ少ない

◆参考：IPv6対応AS数は約1759

経路広告AS数のIPv4に対する比率

IPv6対応した組織（AS）の割り合い
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DNS

Mail
Web

※大きな変化はホスティング事業者の
IPv6対応による影響

・DNSサービスのIPv6対応が伸びてきた
・WebサービスやMailサービスはほぼ横ばいでまだまだこれから

JPドメインにおけるIPv6レコード登録数

 

 

・米国のIPv6製品の登録が大きく伸びている
・他の国は比較的横ばい（中国、台湾の製品が増えてきている）

Ready Logo Phase2の国別登録機器数

米国

日本

台湾中国
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資料 1-5 より抜粋（インターネット協会） 

・サービス提供者の種別毎のIPv6対応率を表している
・2009年に公共機関（特に政府機関）のIPv6対応率がビジネス関連より高くなった※

◆ただし、絶対数では汎用JPやCO.JPが圧倒的に多い

JPドメインにDNSサービスのIPv6対応率

GO.JP

AD.JP

地域型

ED.JP
LG.JP

AC.JP

※多くの政府系のシス
テムをホスティングし
ている特定の事業者
のIPv6対応が反映した
と考えられる
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DNSサーバに対するレコード別クエリー数

12

Aクエリー

AAAAクエリー

• エンドユーザのIPv6対応（AAAAクエリー数）が全体の8%で推移
ネットワーク事業者（P9）やサービス提供者（P13）と比較して多い割合
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参考資料 14 「モノのインターネット社会」を実現するサービスの提供事例 

 

資料 WG モ 1-2 より抜粋（パナソニック） 

 

 

資料 5-5 より抜粋（ウィルコム） 
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資料 WG モ 3-1 より抜粋（ウィルコム） 

 

 

資料 WG モ 3-1 より抜粋（ウィルコム） 
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資料 WG モ 3-1 より抜粋（ウィルコム） 

 

 

資料 WG モ 3-3 より抜粋（日立製作所） 
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資料 WG モ 3-3 より抜粋（日立製作所） 

 

 

資料 WG モ 3-5 より抜粋（シスコシステムズ） 
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参考資料 15 Internet of Things（モノのインターネット）に関する

行動計画（欧州委員会） 
 

（１）ガバナンス  

– IoT のガバナンスに係る原則の定義及び分散管理に関するネットワーク構造

のデザインを実施  

（２）プライバシー及びデータ保護  

– IoT のデータ保護法令の適合性に関して慎重に注視  

（３）「静かなチップ」に対する権利  

– 消費者の意に応じて無線タグを非有効化することを可能とするための議論を

開始  

（４）急増する危機  

– IoT を利用した、信頼性、セキュリティ等に係る問題の克服策の実施  

（５）不可欠な資源  

– IoT が欧州における不可欠な資源に発展していくことを興味を持って研究  

（６）標準化  

– 必要に応じて、IoT に係る標準化の追加的な権限を措置  

（７）研究  

– FP7 を通じた IoT 分野のプロジェクトに対する資金提供  

（８）官民連携  

– IoT に関する既存の４つの官民連携事業の統合  

（９）イノベーション  

– 市場競争力性、相互接続性、安全性、プライバシー親和性を有する IoT の応用

方法の効果的な浸透を促進するためのパイロット・プロジェクトの開始  

（10）機関への周知  

– 欧州議会及び理事会に対して定期的に周知  

（11）国際的対話  

– 情報及び良き事例の共有並びに共同行動の実施の合意を図るため、国際的なパ

ートナーとの対話を協調  

（12）環境  

– 無線タグの便益だけでなく、そのリサイクルの困難性も評価  

（13）統計  

– 2009 年 12 月、無線タグ技術に関する統計の公表を開始  

（14）進化  

– IoT の進化を監視するため、欧州の関係者の代表を招集  

 


